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結果の概要（県内 288 社の集計：平均年齢 38.4 歳 基準内賃金 318,524 円） 

☆ 平 均 妥 結 額 ： ７，０３１円 【前年比】 325 円減  前年実績   7,356 円 

☆ 平均賃上げ率 ：  ２．２１％ 【前年比】 0.１１ポイント減  前年実績  2.32％ 

＊数値はいずれも加重平均。（以下グラフ参照）  

○ 今季の賃上げの妥結状況は、3 年ぶりの減となりましたが、平均妥結額は

7,000 円台、平均賃上げ率は 2％台を維持しました。（以下グラフ・表３参照） 

○ 集計企業数の約 7 割を占める「製造業」の平均妥結額は 7,741 円で、前年

比 351 円の減となり、平均賃上げ率は 2.42%で、前年比 0.12 ポイントの減

となりました。（表１・２参照）  
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１ 調査方法の概要 

（１）調査対象 

   県内の民間企業のうち、労働組合のある企業 429 社を対象に調査し、288社を集計対象と

した。 

 

（２）集計対象企業内訳表（産業別・企業規模別） 

（産業別）                    （企業規模別） 

集　計
対象数
（社）

集　計
対象割合
（％）

規　模　別
集　計
対象数
（社）

集　計
対象割合
（％）

288 100 調　査　計 288 100

201 69.8 299人以下 107 37.2

87 30.2
300～
999人

59 20.5

建設業 9 3.1
1,000人
以上

122 42.4

電気・ガス・
熱供給・水道業

4 1.4

情報通信業 4 1.4

運輸業、郵便業 27 9.4

卸売業、小売業 20 6.9

金融、保険業、
不動産業、物品賃貸業

6 2.1

学術研究、
専門・技術サービス業

0 0.0

宿泊業、
飲食サービス業

5 1.7

教育、学習支援業、
医療、福祉

6 2.1

複合サービス事業、
サービス業

6 2.1

産　業　別

調　査　計

製 造 業

非 製 造 業

  

※集計対象割合（％）は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、計欄と一致しない場合がある。 

 

（３）調査項目 

   平均年齢、平均勤続年数、現行ベース（基準内賃金）、要求額、妥結額 

 

（４）調査方法 

電子メール、ファックス、郵送及び職員（※）の聞き取りによる。 

※ 労働福祉課、東三河総局企画調整部産業労働課、東三河総局新城設楽振興事務所山村

振興課、各県民事務所産業労働課及び各県民センター産業労働課の職員。 
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２ 調査結果の概要 

  集計した 288 社の春季賃上げの平均要求額は、8,390 円で、前年の 8,378 円と比べると、

12 円の増（前年比 0.1％増）となった。平均妥結額は 7,031 円で、前年の 7,356 円と比べ

ると 325円の減（前年比 4.4％減）となった。 

平均要求率は 2.63％で、前年の 2.64％と比べ 0.01 ポイントの減となった。平均賃上げ

率は 2.21％で、前年の 2.32％と比べ 0.11 ポイントの減となった。（表１～３参照） 

 

○ 産業別にみると、製造業の平均妥結額は 7,741 円で、前年の 8,092 円と比べると、351

円の減（前年比 4.3％減）となった。非製造業の平均妥結額は 3,177円で、前年の 2,987

円と比べると、190 円の増（前年比 6.4％増）となった。（表１参照） 

 

○ 産業別のうち集計企業数の約７割を占める「製造業」を業種別（集計企業数が 3社以

上の業種を対象）にみると、平均妥結額では「輸送用機械器具」の 8,847円が最も高か

ったが、前年比 359 円の減（前年比 3.9％減）となった。（表２参照） 

 

○ 企業規模別にみると、「299人以下」の企業規模では、平均要求額・平均妥結額ともに

前年を上回った。「300～999人」の企業規模では、平均要求額は前年を上回ったものの、

平均妥結額は前年を下回った。「1,000 人以上」の企業規模では、平均要求額は前年とほ

ぼ変わらなかったが、平均妥結額は前年を下回った。 

 金額でみると、「1,000人以上」の企業規模が、平均要求額・平均妥結額とも、前年同

様、最も高かった。（平均要求額 8,543円、平均妥結額 7,268 円、表１参照） 

 

＜表１＞ 産業別・企業規模別春季賃上げ要求・妥結状況（加重平均） 

2019年 2018年 2019年 2018年

(円) (円) (円) (円)

288 8,390 8,378 12 0.1 7,031 7,356 △ 325 △ 4.4

製造業 201 8,841 8,883 △ 42 △ 0.5 7,741 8,092 △ 351 △ 4.3

非製造業 87 5,940 5,377 563 10.5 3,177 2,987 190 6.4

299人以
下

107 6,317 5,897 420 7.1 3,950 3,626 324 8.9

300～999
人

59 6,686 6,510 176 2.7 4,340 4,710 △ 370 △ 7.9

1,000人
以上

122 8,543 8,541 2 0.0 7,268 7,594 △ 326 △ 4.3

産
業
別

対前年
伸び率
(％)

調査計

企
業
規
模
別

区　　分

集計
対象
数

(社)

平　均　妥　結　額

前年との
差(円)

前年との
差(円)

対前年
伸び率
(％)

平　均　要　求　額

 

※集計対象数は 2019年の集計対象数 



<表２>
(加重平均）

企 平均 平均

業 勤続 Ⅹ現行ベース ① ② ③ 平均 ① ② ③ 平均 対前年 ①平均 平均 ②平均 平均

数 年齢 年数 （基準内賃金） 最高額 最低額 平均額 要求率 最高額 最低額 平均額 妥結率 伸び率 要求額 要求率 妥結額 妥結率

（社） （歳） （年） （円） （円） （円） （円） （％） （円） （円） （円） （％） （％） （円） （％） （円） （％）

 　全企業 288 38.4 16.0 318,524 65,000 0 8,390 2.63 13,316 0 7,031 2.21 △ 4.4 8,378 2.64 7,356 2.32

Ｄ　建設業 9 37.6 13.7 308,946 14,172 2,000 3,819 1.24 12,394 0 897 0.29 19.1 3,391 1.12 753 0.25

Ｅ　製造業 201 38.2 16.1 320,318 26,000 0 8,841 2.76 13,316 0 7,741 2.42 △ 4.3 8,883 2.79 8,092 2.54

09～10　食料品、飲料・たばこ・飼料 13 36.2 13.2 257,143 26,000 1,800 13,070 5.08 7,500 1,000 5,228 2.03 16.5 8,427 3.24 4,489 1.72

11　　繊維工業 19 38.2 14.8 291,403 13,316 0 7,440 2.55 13,316 0 6,200 2.13 14.0 7,248 2.54 5,437 1.90

12～13 木材、家具・装備品 4 41.8 16.9 317,512 8,159 4,663 5,765 1.82 8,159 4,663 5,744 1.81 19.0 4,865 1.50 4,828 1.49

14　　　パルプ・紙・紙加工品 4 42.4 19.7 275,536 4,700 0 4,302 1.56 4,700 0 4,290 1.56 △ 3.1 4,693 1.73 4,429 1.63

15　　　印刷・同関連 1 x x x x x x x x x x x x ｘ ｘ ｘ ｘ

16　　　化学工業 16 38.4 16.2 301,741 10,454 0 6,777 2.25 8,953 0 5,354 1.77 △ 6.9 7,541 2.53 5,751 1.93

18　　　プラスチック製品 3 36.0 13.2 261,677 9,507 3,400 5,243 2.00 9,507 940 3,208 1.23 170.0 3,373 1.23 1,188 0.43

19～20　ゴム、皮革製品 7 39.7 16.1 295,636 8,200 0 5,814 1.97 6,200 0 4,663 1.58 △ 6.5 5,837 1.97 4,987 1.68

-

21　　　窯業・土石製品 18 37.3 14.0 296,911 8,500 2,500 5,720 1.93 7,516 700 3,580 1.21 9.3 4,760 1.68 3,276 1.16

4

22　　　鉄鋼業 11 37.3 17.0 300,917 7,600 0 5,131 1.71 7,500 0 3,950 1.31 △ 15.5 6,101 2.08 4,672 1.59

-

23　　　非鉄金属 8 38.1 15.5 290,123 8,500 2,000 3,204 1.10 8,200 750 1,236 0.43 40.3 3,217 1.06 881 0.29

24　　　金属製品 17 38.2 15.4 288,247 10,500 0 7,388 2.56 8,200 0 5,863 2.03 △ 0.4 8,366 2.91 5,887 2.04

25～27　機械器具製造業 23 38.2 14.6 307,311 12,000 2,150 6,737 2.19 9,636 850 6,327 2.06 △ 5.5 8,602 2.86 6,697 2.23

28　　　電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路 0 - - - - - - - - - - - - - - - -

29　　　電気機械器具 6 39.4 15.7 311,052 10,200 0 3,772 1.21 8,200 0 1,743 0.56 △ 53.0 5,302 1.76 3,709 1.23

30　　　情報通信機械器具 0 - - - - - - - - - - - - - - - -

31　　　輸送用機械器具 51 38.2 16.4 328,661 12,000 2,000 9,735 2.96 10,860 500 8,847 2.69 △ 3.9 9,629 2.94 9,206 2.82

32　　　その他製造業 0 - - - - - - - - - - - - - - - -

F　電気・ガス・熱供給・水道業 4 38.3 18.4 375,656 6,832 3,000 3,042 0.81 5,000 1,000 1,023 0.27 △ 2.5 3,035 0.80 1,049 0.28

G　情報通信業 4 40.4 16.6 356,650 9,200 4,900 6,959 1.95 8,655 1,000 5,099 1.43 14.4 6,599 1.87 4,458 1.26

H 運輸業，郵便業 27 40.8 15.9 275,069 65,000 0 7,529 2.74 5,087 0 2,579 0.94 △ 1.0 5,921 2.15 2,604 0.95

 42　　鉄道業 2 37.7 19.3 313,239 x x 6,593 2.10 x x 2,704 0.86 0.7 4,112 1.32 2,685 0.86

 43　　道路旅客 10 51.1 9.4 184,187 11,400 0 7,736 4.20 1,800 0 666 0.36 △ 27.9 7,194 4.08 924 0.52

 44    道路貨物 15 41.3 13.3 253,388 65,000 0 8,987 3.55 4,780 0 3,250 1.28 △ 1.0 8,567 3.35 3,282 1.28

I　卸売業，小売業 20 38.4 14.7 288,009 11,312 0 7,286 2.53 8,127 0 5,494 1.91 △ 1.7 8,027 2.79 5,587 1.94

J～K　金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業 6 39.9 16.0 349,230 7,900 0 2,152 0.62 6,506 0 1,961 0.56 △ 22.0 2,739 0.73 2,513 0.67

Ｌ　学術研究、専門･技術サービス業 0 - - - - - - - - - - - - - - - -

Ｍ　宿泊業，飲食サービス業 5 36.7 10.1 258,386 9,000 3,346 6,520 2.52 6,519 2,800 4,765 1.84 △ 13.2 8,363 3.30 5,488 2.17

O～P　教育，学習支援業、医療，福祉 6 35.7 10.2 352,221 6,500 1,954 6,312 1.79 6,496 1,954 6,145 1.74 11.1 6,217 2.32 5,533 2.06

Q～R　複合サービス事業、サービス業 6 41.6 12.6 303,134 10,000 3,000 5,324 1.76 6,600 1,000 2,938 0.97 13.1 4,702 1.53 2,597 0.84

（備考）加重平均とは労働組合員１人当たりの平均､基準内賃金とは所定内労働時間の労働に対して支払われる賃金

　　　　平均要求率＝A③／Ⅹ×１００、　平均妥結率＝B③／Ⅹ×１００、　対前年伸び率＝（B③－C②）／C②×１００
　　　　集計企業数が2以下の場合は、当該の個別情報を秘匿するために「×」で表示しています。　「-」は該当数字なし

産　業　別

県内の企業における2019年春季賃上げ要求・妥結状況（加重平均）
愛知県労働局労働福祉課

区　　　分
A　　　　要　　　　求　　　　額 B　　　　妥　　　　結　　　　額

C　　前　年　最　終　結　果（287社分）



<表３>

前年との差 前年との差 前年との差 前年との差

（円） （円） （円） （％） （ポイント） （円） （円） （％） （ポイント） （％）

2009 308,068 7,789 949 13.9 2.53 0.31 5,048 △ 1,033 △ 17.0 1.64 △ 0.33 64.8

2010 306,339 5,474 △ 2,315 △ 29.7 1.79 △ 0.74 5,173 125 2.5 1.69 0.05 94.5

2011 307,733 5,624 150 2.7 1.83 0.04 5,303 130 2.5 1.72 0.03 94.3

- 5 - 2012 306,194 5,487 △ 137 △ 2.4 1.79 △ 0.04 5,255 △ 48 △ 0.9 1.72 0 95.8

2013 309,140 5,356 △ 131 △ 2.4 1.73 △ 0.06 5,088 △ 167 △ 3.2 1.65 △ 0.07 95.0

2014 309,329 8,216 2,860 53.4 2.66 0.93 6,587 1,499 29.5 2.13 0.48 80.2

2015 314,758 9,522 1,306 15.9 3.03 0.37 7,047 460 7.0 2.24 0.11 74.0

2016 315,104 7,525 △ 1,997 △ 21.0 2.39 △ 0.64 5,862 △ 1,185 △16.8 1.86 △ 0.38 77.9

2017 315,435 7,630 105 1.4 2.42 0.03 6,235 373 6.4 1.98 0.12 81.7

2018 316,839 8,378 748 9.8 2.64 0.22 7,356 1,121 18.0 2.32 0.34 87.8

2019 318,524 8,390 12 0.1 2.62 △ 0.02 7,031 △ 325 △4.4 2.21 △ 0.11 83.8

現行ベース

平　均　妥　結　額平　均　要　求　額 ※１平均要求率

（愛知県労働局労働福祉課）

愛知県内の企業における春季賃上げ要求・妥結状況の推移

（加重平均）

対 前 年
伸 び 率
（％）

対 前 年
伸 び 率
（％）

（備考）加重平均とは労働組合員１人当たりの平均
　　※１　平均要求率＝平均要求額／現行ベース×１００
　　※２　平均賃上げ率＝平均妥結額／現行ベース×１００
　　※３　獲得率＝平均妥結額／平均要求額×１００

※３

獲得率

※２　平均賃上げ率
年別


